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核兵器禁止条約発効後の３つの課題

１）「核は悪、核は毒」との認識の広がり

 →「核の語られ方の闘い」に決着を

２）ヒバク大国アメリカの目覚め

→核兵器近代化をやめ、先制不使用宣言を



３）「核の傘」の正体を見極める

 →独自核武装路線にも終止符を
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核兵器は必要悪でなく絶対悪だ！
２０１７核兵器禁止条約採択 ２０２１発効
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「核の語られ方の闘い」は続いている

必要悪(NECESSARY EVIL)か？ 絶対悪(ULTIMATE EVIL)か？
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核は必要悪だった！「１００万人が救われた」
１９４７年 原爆使用正当化のスティムソン論文

トルーマン大統領と、
スティムソン陸軍長官

ハーバード大学長
ジェームズ・コナント
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心地よい物語？
THE U.S. NUCLEAR ATTACKS ON JAPAN

死が空から降ってきた 謝罪は求めません
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核兵器禁止条約 ＴREATY ON THE PROHIBITION OF ＮUCLEARＷEAPONS

２０１７年採択 ２０２１年発効

（前文）
・核兵器が二度と使われないことを
保証する唯一の方法は核兵器の廃絶
である。

・核兵器の使用による犠牲者
（hibakusha）と核兵器実験被害者
の受け入れがたい苦痛を心に留める。
（核は悪）

・電離放射線の女性や少女(women 
and girls)への悪影響を認識する。
（核は毒）

軍縮の枠を越えた
人道・人権条約でもある
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グローバルヒバクシャ条約
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核兵器禁止条約の内容

（第１条：禁止項目）

・核兵器の開発、実験、製造、生産、獲得、
保有、貯蔵、移譲、使用、使用の威嚇、支援、
奨励、勧誘、支援の要請、配備、導入、展開
の容認

（第６条：被害者支援と環境改善）

・核兵器使用や実験の被害者への支援、
環境修復措置

（第８条：締約国会議）

・発効後１年以内に第１回会議

（２０２２年１月１２～１４日＠ウィーン）

非締約国もオブザーバー参加可能
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核大国はヒバク大国よ！
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核兵器禁止条約交渉会議 日本はボイコット
２０１７

「あなたがここにいてほしい」 ジャイアンとスネオ
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なぜ日本政府は核禁条約に背を向けるのか？

「米国が今回使用したる本件爆弾は、その性能の無差
別かつ残虐性において従来かかる性能を有するが故に
使用を禁止せられおる毒ガスその他の兵器を遥かに凌
駕しおれり」（１９４５年８月１０日付抗議文）

↓

当時、日本も米国も調印していた戦時国際法である
ハーグ陸戦条約に基づき、
「国際法違反の非人道兵器」と指摘。

↓

元外交官「米国の弱みは、原爆が実は毒ガス以上の残
虐な化学兵器だったということ。戦争犯罪になる」

↓

「戦後、ＡＢＣＣを設置して被爆者のデータを収集し、
放射線の人体影響、ことに内部（体内）被曝のメカニ
ズムが明らかにならないようにした」

↓

これらを問い直す核兵器禁止条約を米国政府は拒絶。
「戦略的対米従属」する日本政府も同調
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独自核保有の「ポテンシャル」維持

「自衛権の範囲を越えない限
り、核兵器保有は憲法に違反
しない」
（岸信介首相１９５７年国会答弁）

↓

「核兵器でも、必要最小限に
とどまるものであれば、保有
することは必ずしも憲法の禁
止するところではない」
（安倍晋三内閣２０１６年閣議決定）
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ペリー氏「核禁条約を支持、尊重すべき」
「核の先制不使用に日本は反対しないで」
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先制不使用・「唯一の目的」宣言へ？
NO FIRST USE       SOLE PURPOSE

 １９９３～クリントン政権
 →先制不使用宣言検討、
 日本が反対

 ２０１０ オバマＮＰＲ
 →「唯一の目的」宣言検討、
米軍通常兵力不足で断念

 →２０１６再検討、
 日本が反対

 ２０１８ トランプＮＰＲ
 →非核攻撃にも核で対処

 ２０２２？ バイデンＮＰＲ
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米国の核の「先制不使用」に反対した日本

 カントリーマン元国務次
官補

 「日本など同盟国から、
米国の関与を弱めるとい
う反対意見が出て、オバ
マ氏は決定を見送り、次
期政権に判断を委ねた」

 核の傘Ａ：核による攻撃
を抑止←「唯一の目的」

 核の傘Ｂ：核以外の攻撃
も抑止←日本政府が固執
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ペリー氏の１０大提言
（２０２０年夏『核のボタン』）

 １ 大統領の核の専権を終わらせ、
「フットボール」を退役させよ

 ２ 警報下発射を禁止せよ

 ３ 先制使用を禁止せよ

 ４ すべてのＩＣＢＭを退役させ、
核兵器の再構築を縮小せよ

 ５ 新ＳＴＡＲＴを救い、さらに踏
み込め

 ６ 戦略ミサイル防衛を制限せよ

 ７ 条約を待つな

 ８ 北朝鮮、イランを外交的に引き
込め

 ９ 市民運動のテーマに核兵器を取
り込め

 １０明確な態度を持った大統領を選
べ
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バイデン政権の核戦略
ＮＰＲ（核態勢見直し）に着手

 北朝鮮非核化

 対価を与えながらの

 長期的・段階的アプローチ

 中国や同盟国と推進

 ロシア

 新ＳＴＡＲＴ延長＋α

 先制不使用

 核兵器の「唯一の目的」宣言

 同盟国と協議
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核兵器予算削減も 先制不使用法案
「核禁条約に理解」
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米国の「核の傘」は、日本のＮＰＴ批准と引き換え

１９６４年 中国が核実験
↓

１９６５年 ジョンソン米大統領、佐藤
栄作首相との会談で「核の傘」の提供を
約束

↓

１９６７年 佐藤首相が非核三原則表明
↓

１９７０年 ＮＰＴ（核不拡散条約）
発効
↓

１９７５年８月６日 フォード大統領・
三木武夫首相会談、日米共同新聞発表

「核戦力であれ通常戦力であれ、日本へ
の武力攻撃があった場合、米国は日本を
防衛する」（「核の傘」提供を明記）

↓

１９７６年 日本、ＮＰＴ批准
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「核の傘」依存国にも批判＠２０１５年ＮＰＴ

「あなたたちの核や傘は
よくて、なぜ私たちはだ
めなのか？」

「核のアパルトヘイト」

「核の傘の下の国にも、
核拡散の責任がある」

（アブドル・ミンティ南アフリカ
大使）
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「自由で開かれたインド太平洋を形作る日米同盟」

２０２１・４・１６日米首脳共同声明

「核の傘」も明記
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政治家を動かせ
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